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２．いのちを守り、国民生活を第一とした政治 
 
国民のいのちと生活を守る政治 

○ 医療、介護について必死に取り組む 
・ 新型インフルエンザ対策について万全の準備と対応 
・ 質の高い医療・介護サービスを効率的かつ安定的に供給できる体制づ
くりに着手 

・ 地域医療や、救急、産科、小児科などの医療提供体制を再建していか
なければならない 
・ 後期高齢者医療制度については、廃止に向けて新たな制度の検討を進
める 

○ 子育てや教育は、社会全体が助け合い負担するという発想が必要 
・ 子ども手当の創設、高校の実質無償化、奨学金の大幅な拡充等を進め

ていきたい 
・ 生活保護の母子加算を年内に復活 
・ 障害者自立支援法については早期の廃止に向け検討 

 

３．「居場所と出番」のある社会、「支え合って生きていく日本」 
 
 地域の「絆」 

○ 日本の社会を支えてきた地域の「絆」が、今やずたずたに切り裂かれつつ
ある 
○ 「誰かが誰かを知っている」という信頼の市民ネットワークを編み直す 
 

 「新しい公共」 
○ 目指したいのは、人と人が支え合い、役に立ち合う「新しい公共」の概念 
 

４．人間のための経済へ 
 
 経済危機・雇用危機の克服と安定した経済成長 

○ 職を失い生活に困窮されている方々への支援、新卒・未就職の方々への対
応、中小企業者への配慮、雇用創造への本格的な取り組みなど、細やかで
機動的な緊急雇用対策を政府として決定 
○ 年金、医療、介護など社会保障制度への不信感からくる、将来への漠然と

した不安をぬぐい去る 
○ 子ども手当の創設、ガソリン税の暫定税率の廃止、更には高速道路の原則

無料化など、家計を直接応援 
○ 内需を中心とした安定的な成長を実現することが極めて重要 
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 「地域主権」改革の断行 
○ 地域のことは地域に住む住民が決める、活気に満ちた地域社会をつくるた

めの「地域主権」改革を断行 
○ 地方の自主財源の充実、強化に努める 
○ 国と地方が対等に協議する場の法制化を実現しなければならない 
○ 個別所得保障の創設を含めて農林漁業を立て直し 

○ 郵便局ネットワークを地域の拠点として位置付けるなど、郵政事業の抜本
的な見直し 

 
５．架け橋としての日本 

 
○ ２０２０年に、温室効果ガスを１９９０年比で２５％削減するとの目標を

掲げ国際交渉を主導 
 
６．むすび 


